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30年度決算  港区財政レポート － 普通会計決算による分析 概要版 －  

 歳入は、一般財源で特別区税、特別区財政調整交付金が増となった

ものの、特定財源で震災復興基金への組替による繰入金が減となり、

前年度比374億円、率にして20.2％の減となりました。 

歳 入 歳 出 

財政指標 

 財政の弾力性を示す総合的な指標である経常収支比率は、地方消費税
交付金などが減となる一方、物件費などの経常的な経費の増加により、
前年度比4.8ポイント増の72.3％となりました。緊急課題や新たな区民
ニーズに対応するために、適正な水準を確保しています。 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、財政の健全性
に関する４つの比率（健全化判断比率）を算定しました。いずれの比
率も早期健全化基準（財政健全化計画の策定が求められる基準）を大
きく下回っており、区財政が健全である状況を示しています。 

事 業 別 
 

活動報告 

  30年度決算額は、過去最高であった前年度と
比べ、歳入、歳出とも減少しました。 

  問い合わせ 
       

   港区企画経営部財政課 
   電話 3578-2104 

 歳出は、震災復興基金積立金の減による消防費、郷土歴史館整備費
の皆減による教育費の減などにより、前年度比366億円、率にして
20.9％の減となりました。 

健全化判断比率の状況 

※ 計数については、原則として表示単位未満を四捨五入し、端数調整をし
ていないため、合計等と一致しない場合があります(裏面も同様）。 

基金・区債 健全化判断比率 

※基金・区債は区における全ての会計の決算額で算出しています。 

目的別歳出決算額 億円 

※利用料金制を導入している施設については、施設使用（利用）料が指定管理者の収入となり、指定管理料の中で精算され、本来、区の収入には計上されませんが、   

  利用者の負担を 分かりやすく示すため、「事業コスト」と「収入」に上乗せして計上しています。 

基金残高と区債残高の推移 

※その他一般財源には、地方譲与税、地方消費税交付金、自動車取得税交付金等があります。 

※その他特定財源には、財産収入、寄附金等があります。 

経常収支比率の推移 

億円 歳入決算額 

 基金は、公共施設等整備基金等を83億円活用した一方、震災復興基金
等に197億円積立てたことにより、30年度末残高は前年度比114億円増の
1,604億円となりました。一方、区債残高は、償還により前年度比４億円
減の７億円となりました。 

※実質公債費比率については、比率が負の値でも算定値として表記することにしていますが、他の 

  比率については、負の値となる場合は、「－」と表記し、（ ）内の比率は、算出した比率を実数で 

  表したものです。 

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率にかかる早期健全化基準は、各地方公共団体の標準財政 

    規模により異なります。 

参考：前年度

区民保養施設（みなと荘） 総額 551 百万円 26,030円 25,869円 195 百万円 総額 355 百万円

区民保養施設（借上） 総額 58 百万円 11,043円 11,032円 － 総額 58 百万円

２ い き い き プ ラ ザ 総額 1,862 百万円 1,731円 1,717円 44 百万円 総額 1,818 百万円

３ 保 育 園 総額 6,849 百万円 入所児童１人あたり 2,385千円 2,420千円 857 百万円 総額 5,992 百万円

４ 予 防 接 種 事 業 総額 1,039 百万円 11,104円 11,183円 130 百万円 総額 909 百万円

５ 清 掃 事 業 総額 4,522 百万円 区民１人あたり 17,481円 17,503円 628 百万円 総額 3,894 百万円

６ 放 置 自 転 車 対 策 総額 696 百万円 区民１人あたり 2,690円 2,660円 118 百万円 総額 578 百万円

７ ち ぃ ば す 運 行 総額 634 百万円 延べ利用者１人あたり 155円 177円 259 百万円 総額 375 百万円

８ 公 園 総額 768 百万円 区民１人あたり 2,969円 3,233円 71 百万円 総額 698 百万円

学 校 給 食 （ 小 ） 総額 1,411 百万円 給食１食あたり 746円 763円 522 百万円 総額 889 百万円

学 校 給 食 （ 中 ） 総額 423 百万円 給食１食あたり 1,009円 1,025円 126 百万円 総額 297 百万円

10 学 校 プ ー ル 開 放 総額 207 百万円 3,262円 3,322円 16 百万円 総額 191 百万円

９

延べ利用者１人あたり

事　業 　コ　ス　ト 区民税等一般財源

１

事　　　　　業 収　　入

延べ利用者１人あたり

延べ利用者１人あたり

予防接種１回あたり

延べ利用者１人あたり

   本レポートでは、総務省の定める全国統一基準
に基づく普通会計により決算分析を行っています。 

港区財政レポート

【本編12ページ】 【本編14ページ】 

【本編11ページ】 【本編18ページ】 【本編20ページ】 

【本編28ページ】 

歳出総額

1,382億円
歳入総額

1,473億円

歳入総額

1,847億円

歳出総額

1,747億円

30年度 29年度

収支は92億円の黒字
歳入総額 1,473.13億円

歳出総額 1,381.57億円

収支 91.56億円
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港区 特別区 全国市町村 

％ 令和元年７月 
10日付速報値 

（単位：％）

29年度

29年度

区　分 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

港　　区

30年度
－ －

△ 2.5
－

（△ 9.80) （△ 11.92) （△ 200.5)

29年度

33.7

－ －
△ 2.5

－

（△ 10.91) （△ 13.27) （△ 191.6)

－

特別区平均 － － △ 3.2 －

全国区市
町村平均 － － 6.4

早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 350.0

財政再生基準 20.00 30.00 35.0



【 貸借対照表 ・ 純資産変動計算書 】 

  将来世代へ引き継ぐ資産から、将来世代の負担

である負債を差し引いた純資産は、一般会計等で３

兆4,994億円、連結会計で３兆5,254億円となりまし

た。総資産に占める純資産の割合（純資産比率）

は、一般会計等で99.2％、連結会計で99.2％となっ

ており、将来世代の負担は少なく区財政の弾力性が

保たれているといえます。 
 庁舎大規模改修などにより資産が前年度比342億
円増加しました。また、大平台みなと荘建設の区債
償還完了などにより負債が前年度比14億円減少し
ました。 

30年度決算  港区財政レポート － 地方公会計制度による分析 概要版 －                            

 発生した費用や収入に 
 基づく「企業会計」手法 
 による分析を行います。 

 港区では、28年度決算から総務省が新たに示した
「統一的な基準」に基づき、外郭団体等の関係団体
を連結団体として含めた区全体の財務書類を作成し
ています。 

地方公会計制度に基づく 
決算書（財務書類） 

【 資金収支計算書 】 （本編55ページ） 【 行政コスト計算書 】 （本編52ページ） 

  一般会計等では、30年度の経常費用が前年度比45億円増の1,176億円、

経常収益が９億円減の108億円となったことにより、純経常行政コスト及び純

行政コストは前年度比54億円増の1,069億円となりました。 

  連結会計においては、純経常行政コストは1,706億円、臨時損益を差し引

いた行政コストは1,706億円となりました。 

  一般会計等における30年度の業務活動収支の黒字額は、「税収等収入」や

「国都補助金収入」等が増加したものの、「物件費等収入」等の増加により、前

年比38億円減の222億円となりました。 

  投資活動収支の赤字額は、「基金取崩収入」の減などにより、前年比２億円

減の222億円となりました。 
  財務活動収支の赤字額は、「地方債償還支出」の減により、前年比４億円減
の一般会計等が９億円となりました。 

【 財務書類の相互関係 】 

財 務 書 類 に つ い て 

 11年度決算～ 

  「港区方式」 

 21年度決算～ 

 「総務省方式改訂モデル」 

 28年度決算～ 

 「統一的な基準」 

●資産と負債のバランスを見る「貸借対照表」 

●現金の収支を見る「資金収支計算書」 

●行政サービスのコストと収入を見る「行政コスト計算書」 
●純資産の増減内訳を見る「純資産変動計算書」 

財務書類４表の相互関係 

【 財政関連指標等 】 （本編５８ページ） 

  純資産比率は、前年度と同じく

99.2%となりました。また、歳入額対

資産比率や社会資本形成の世代

間負担比率など、他区と比較しても

将来世代への負担が少なく、区財

政は引き続き健全な状況を維持し

ているといえます。 

● 行政コスト計算書の概要 ● 資金収支計算書の概要 

【 財務書類の相互関係 】 
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【 貸借対照表 ・ 純資産変動計算書 】  （本編50ページ・54ページ） 

● 純資産変動計算書の概要 一般会計等 連結会計

前年度末残高 ３兆4,638億円 ３兆4,900億円

純行政コスト △1,069億円 △1,071億円
財源 1227億円 1,865億円
固定資産等の変動 198億円 196億円

本年度末残高 ３兆4,994億円 ３兆5,254億円

純資産（一般会計等）
３兆4,994億円

資産（一般会計等）
３兆5,259億円

負債（一般会計等）
266億円

資産（連結会計）

３兆5,545億円

負債（連結会計）

291億円

純資産（連結会計）

３兆5,254億円

● 貸借対照表の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純行政コスト 
△1,069億円 

財 源 
1,227億円 

本年度末残高 
3兆 4,994億円 

税収・補助金

など純資産を

増加させる要

素 

前年度末残高 
3兆 4,638億円 

固定資産等の変動 
198億円 

無償で取得した

固定資産の評価

額等 

純資産を減少

させる要素 

経常費用 
△1,176億円 

経常収益 
108億円 

経常的な行政

サービスに 

かかる費用 

使用料・手数料 

などサービスの 

提供に対する収入 

純行政コスト 
△1,069億円 

行政コスト 

計算書 

１年間の行政サービスを提供するの

にどれくらいのコストがかかってい

るのかを計算する財務書類 

純資産変動 

計算書 

貸借対照表の純資産（＝資産－負債）

が1年間にどのような要因で変動し

たのかを表す財務書類 

臨時損益 
△0億円 

災害復旧・資産

売却など臨時的

な損益 

Ⅱ 30 年度決算における財務書類の概要（一般会計等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

負 債 
266億円 

純資産 
3兆 4,994億円 

資 産 
3兆 5,259億円 

 

 

 

将来支払う 

返済金など 

財 産 財 源 

区が取得 

した財産 

うち現金預金 

163億円 

貸借対照表 

投資活動収支 
△222億円 

業務活動収支 
222億円 

財務活動収支 
△９億円 

前年度末残高 
99億円 

行政サービス

にかかる収支 

資産形成など

にかかる収支 

公債費などに

かかる収支 

本年度末残高 
92億円 

＋本年度末歳計外 

現金残高72億円 

これまでに 

納付された 

税金など 

区が取得した財産（資産）と、その財源の内訳を

将来の負担（負債）とこれまでの負担（純資産）

に分けて示す財務書類 

※負債と純資産の合計額は資産と一致 

資金収支 

計算書 

１年間における区の行政活動に伴う現金

の流れを性質の異なる３つの活動に分け

て表示した財務書類 

１ 純 資 産 比 率 ％

２ 有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 率 ％

３ 歳 入 額 対 資 産 比 率 年

４ 社 会 資 本 形 成 の 世 代 間 負 担 比 率 ％

５ 受 益 者 負 担 比 率 ％

６ 行 政 コ ス ト 対 税 収 等 比 率 ％

※　港区では、経常収益のうち道路占用料等の算出基準となる固定資産税評価額を港区総地目平均としており、受益者負担比率が高くなっています。

9.2

※　比較する他区とは固定資産の評価方法が異なるため、評価方法を合わせた補正値を（　）内に併記しています。
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